
 

 

 

配布を以て解禁 

 

 

指名停止措置について 
 

記 者 発 表 資 料 

 

 北陸地方整備局は、本日、日本無線株式会社（所在地 東京都中野区）及び

株式会社興和電気（所在地 新潟県新潟市）に対して指名停止措置を行いま

した。 

 

詳細は別紙のとおりです。 

 

 

 

令 和 ２ 年 ６ 月 22 日 

 

国 土 交 通 省 
北 陸 地 方 整 備 局 

 

 

 

同時発表記者クラブ：管内各県記者クラブ 

（問い合わせ先） 

 新潟市中央区美咲町１丁目１番１号 新潟美咲合同庁舎１号館 

  国土交通省 北陸地方整備局 

   総務部 契約課長  石川 孝行 Tel 025-370-6647（ダイヤルイン） 

   総務部 契約管理官 小澤 辰巳 Tel 025-370-6650（ダイヤルイン） 

 

  



 記 者 発 表 資 料   

令 和 ２ 年 ６ 月 22 日 

北 陸 地 方 整 備 局 

 

 

指 名 停 止 措 置 の 概 要 

 

１．指名停止措置業者名及び住所 

指名停止措置業者名 住  所 

① 日本無線株式会社 

② 株式会社興和電気 

東京都中野区中野４－10－１ 

新潟県新潟市東区津島屋７－146－１ 

 

２．指名停止措置期間： ① 令和２年６月 22 日～令和２年７月５日（２週間） 

             ② 令和２年６月 22日～令和２年７月５日（２週間） 

 

３．指名停止措置の範囲： 北陸地方整備局管内 

 

４．事実概要 

  上記有資格業者日本無線株式会社が受注した「平成 31 年度多重無線装置（笹口局外）一式

製造」において、令和元年９月 22 日、櫛形無線中継所の既設パラボラアンテナ解体作業後、

矩形導波管を加工するために会社へ戻る移動中、林道から車両ごと滑落し、下請負人である上

記有資格業者株式会社興和電気の作業員３名が負傷した。 

 

５．措置理由 

  上記４．について、日本無線株式会社及び株式会社興和電気については、「工事請負契約に

係る指名停止等の措置要領」（昭和 59 年３月 29 日付け建設省厚第 91 号）及び「地方整備局

（港湾空港関係）所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」（昭和 59 年３月 31 日付

け港管第 927 号）別表第１第７号に該当し、これを準用する「国土交通省所管の物品等調達契

約に係る指名停止等の取扱いについて」（平成 14 年 10 月 29 日付け国官会第 1562 号）第１条

についても該当することから、指名停止措置を講ずるものである。 

 

 

参考 

○「工事請負契約に係る指名停止等の措置要領」別表第１（抜粋） 

措 置 要 件 期  間 

（安全管理措置の不適切により生じた工事関係者事故） 

７ 地方整備局発注工事の施工に当たり、安全管理の措置が不

適切であったため、工事関係者に死亡者又は負傷者を生じさ

せたと認められるとき。 

当該認定をした日から 

２週間以上４ヵ月以内 

 

 

 


